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　会計と法との関係はかなり古く，1673年のフランス
商業条例以来である。その商業条例には，岸悦三教授
によると，次のような規定が見られるという。「第8
条　また，すべての普通商人は，6カ月なる同期間内
に一切の動産，不動産，債権，債務について，自署し
たる財産目録を作成しなければならない，そして，こ
れは2年ごとに，照合され，再調整されなければなら
ない。」　「第12条　詐欺破産者は，特別訴訟法手続に
よって訴追され，死刑に処せられる。」なぜ，このよ
うな規定がも設けられたかについて，岸教授はK，バ
ルトが次のように述べているところを紹介されている。
「信用制度における不安定な状況が商事王令の成立に
たいし固有の契機をなした。かかる状況は景気後退の
結果はして，17世紀半ば頃に生じた。それは破産の数
を増大せしめ，フランス政府は立法によってこれに干
渉することを決意した。」すなわち，フランス商業条
例が財産目録の作成を義務付けたのは，安藤英義教授
によると，破産防止の意味からである。
　1861年のドイツ商法典は財産目録のほかに貸借対照
表の作成を義務づけていた。このドイツ商法典第31条
はドイツ会計学（貸借対照表論）発展の契機となった
有名な規定であるが，そこには次のような規定が見ら
れる。「財産目録および貸借対照表の作成に当たって
は，すべての財産および債権は作成時にそれらに付す
べき価値によって評価すべきである。回収不確実な債
権はその実際の価値によって評価し、回収不能な債権
は償却されるべきである。」ここに示された「価値」
がなにを意味するのかについてドイッ帝国商事裁判所
は1873年に判決を下している。この判決は一方で営業
の清算を仮定し，同時に，他方で営業の継続を前提に
しているなどの矛盾がみられるが，ここで問題になつ
ている「価値」について，一般に，判決は売却時価を
念頭に置いていた，と理解されている。その理由とし
て，1．コフェロは，判決が債権者保護を目的として
財産表示を意識していたと考えられる点と，第31条の
規定が債権者保護を目的としたフランス商業条例にそ
の原型を求めることができる点をあげている。
　明治23年のわが国の旧商法もその32条において財産
目録および貸借対照表の作成を義務づけ，次のように
規定していた。「各商人ハ開業ノ時及ヒ爾後毎年三介
月内二又合資会社及ヒ株式会社ハ開業ノ時及ヒ毎事業
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年度ノ終二於テ動産，不動産ノ総目録及ヒ貸方借方ノ
対照表ヲ作リ特二設ケタル帳簿二記入シテ署名スル責
アリ　財産目録及ヒ貸借対照表ヲ作ルニハ総テノ商品，
債権及ヒ其他総テノ財産二当時ノ相場又ハ市場価値ヲ
附ス弁済ヲ得ルコトノ確ナラザル債権二付テハ其推知
シ得ヘキ損失額ヲ拍除シテ之ヲ記載シ又到底損失二帰
ス可キ債権ハ全ク之ヲ記載セス」明治23年の旧商法は
ドイッ商法典の流れを汲むといわれており，当時のド
イッにおいて時価評価が債権者保護のために有効であ
るとしていた影響をうけて時価評価を規定していた。
　現在のわが国の商法は第1編総則の第32条～第36条
に商業帳簿についての規定を設け，第2編会社・第4
章株式会社・第4節の第281条～295条に会計について
の具体的規定を設けている。第281条では「取締役ハ
毎決算期に左ノ書類及其附属明細書ヲ作リ取締役会ノ
承認ヲ受ニルコトヲ要ス」として貸借対照表のほかに
損益計算書をも作成することを義務づけている。この
場合，評価についてはドイツ商法典や旧商法とは異なっ
て取得原価によることを規定しており，また，これら
の計算書類については「第283条　取締役ハ…・計算
書類・…ヲ定時総会二提出シテ…・其ノ承認ヲ求ムル
コトヲ要ス」として株主総会への提出を求めている。
この場合，計算書類が株主総会の承認を受ける必要が
あるのは，経営者の責任の表明のためであろう。
　また，証券取引法は，「国民経済の適切な運営及び
投資家の保護に資するため，有価証券の発行及び売買
その他の取引を公正ならしめ，且つ，有価証券の流通
を円滑ならしめることを目的」とした法律として会計
に関与している。証券取引法それ自体は会計規定を有
してはいないが，有価証券の募集または売出しを行う
者は有価証券報告書を大蔵大臣に提出することが求め
られている。この有価証券報告書に含まれる財務諸表
は大蔵省令である「財務諸表規則」および「財務諸表
規則取扱要領」にしたがって作成されることになって
いる。
　法は上記のほかにも税の面からも会計に関与してき
た。法は，ある時は債権者保護を目的として会計に関
与し，ある時は経営責任の表明を目的として，また，
別の時は投資家保護のため，課税目的から会計に係わっ
てきた。会計はその時の法の目的によって影響を受け
ている。仮に，会計は全面的に法の影響を受けるのだ
とすれば，会計自体はなくなってしまって，会計は法
の一部になってしまうかもしれない。では，ある程度
までは影響を受けるのだというとすると，それではど
の程度まで影響を受けるのであろうか。法と会計の関
係について検討している。
一49一
